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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　互いに干渉する第１の光ビームと第２の光ビームの合成ビームの直交変調出力ビームで
ある第１の光信号及び第２の光信号を生成する光学システムを含む干渉分光法用の装置で
あって、
　第１の光信号の強度を第１のデジタル信号に、また第２の光信号の前記強度を対応する
第２のデジタル信号に変換するように構成される光－デジタル変換器であって、前記第１
のデジタル信号及び対応する前記第２のデジタル信号は組み合わさってアドレス信号を形
成するものと、
　前記アドレス信号が直接入力され、前記第１の光ビームと前記第２の光ビームとの間の
干渉に対応するデータ値を記憶するように構成されるメモリであって、前記アドレス信号
は前記データ値を直接読み出すものと、
　を備える装置。
【請求項２】
　前記光－デジタル変換器及び前記メモリの動作を同期させるクロックをさらに備える請
求項１に記載の装置。
【請求項３】
　前記第１の光信号及び前記第２の光信号を変換して前記データ値を読み出している間に
前記メモリに記憶されている前記データ値を動的に適合させる手段をさらに備える請求項
１に記載の装置。
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【請求項４】
　前記データ値は干渉計の差動距離の直交符号化である請求項１に記載の装置。
【請求項５】
　前記データ値は、前記干渉計の１つの干渉縞サイクル当たりの前記差動距離の前記直交
符号化の複数のサイクルのものである請求項４に記載の装置。
【請求項６】
　前記データ値は、前記差動距離の数値表現である請求項４に記載の装置。
【請求項７】
　前記データ値は、前記差動距離のグレイコード表現である請求項１に記載の装置。
【請求項８】
　前記データ値は、誤り指示コードを含む請求項１に記載の装置。
【請求項９】
　前記誤り指示は、前記データ値内の１つ又は複数の所定のビットで提供される請求項８
に記載の装置。
【請求項１０】
　前記メモリに記憶されている前記データ値は、動作環境に動的に適合している請求項３
に記載の装置。
【請求項１１】
　前記メモリに記憶されている前記データ値は、前記メモリから読み出される前記データ
値に動的に適合している請求項３に記載の装置。
【請求項１２】
　前記メモリに記憶されている前記データ値は、前記メモリから読み出される前記データ
値を使用するアプリケーションによって動的に適合する請求項３に記載の装置。
【請求項１３】
　前記光－デジタル変換器は、
　前記第１の光信号及び前記第２の光信号に接続されるそれぞれの光ダイオードと、
　各前記光ダイオードに接続されるそれぞれの増幅器と、
　各前記増幅器に接続されるそれぞれのアナログ－デジタル変換器と、
　をさらに備える請求項１に記載の装置。
【請求項１４】
　前記干渉計の分解能は、前記アドレス信号内のビット数に対応する請求項１に記載の装
置。
【請求項１５】
　前記データ値は、１メガヘルツを超えるレートである請求項１に記載の装置。
【請求項１６】
　前記データ値は、前記メモリのアクセスレートで読み出される請求項１５に記載の装置
。
【請求項１７】
　互いに干渉する第１の光ビームと第２の光ビームの合成ビームの直交変調出力ビームで
ある干渉計によって生成される第１の光信号及び第２の光信号を処理する干渉分光法を使
用した方法であって、
　第１の光信号の強度を第１のデジタル信号に、また第２の光信号の前記強度を対応する
第２のデジタル信号に変換し、前記第１のデジタル信号及び対応する前記第２のデジタル
信号を組み合わせてアドレス信号を形成する工程と、
　前記第１の光ビームと前記第２の光ビームとの間の干渉に対応するデータ値を記憶する
ように構成されるメモリにアクセスし、前記アドレス信号が前記データ値を直接読み出す
工程と、
　を含む方法。
【請求項１８】
　前記光－デジタル変換器及び前記メモリの動作を同期させる工程をさらに含む請求項１
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７に記載の方法。
【請求項１９】
　前記第１の光信号及び前記第２の光信号を変換して前記データ値を読み出している間に
前記メモリに記憶されている前記データ値を動的に適合させる工程をさらに含む請求項１
７に記載の方法。
【請求項２０】
　前記データ値は、干渉計の差動距離の直交符号化である請求項１７に記載の方法。
【請求項２１】
　前記データ値は、誤り指示コードを含む請求項１７に記載の方法。
【請求項２２】
　前記メモリに記憶されている前記データ値は、動作環境に動的に適合している請求項１
９に記載の方法。
【請求項２３】
　前記干渉計の分解能は、前記アドレス信号内のビット数に対応する請求項２０に記載の
方法。
【請求項２４】
　互いに干渉する第１の光ビームと第２の光ビームの合成ビームの直交変調出力ビームで
ある第１の光信号と第２の光信号から前記干渉を測定する干渉測定装置であって、
　前記第１の光信号を第１のデジタル信号に変換する手段と、
　前記第２の光信号を対応する第２のデジタル信号に変換する手段と、
　前記第１の光信号と、対応する前記第２の光信号とを組み合わせてアドレス信号を形成
する手段と、
　前記アドレス信号が直接入力され、前記第１の光ビームと前記第２の光ビームとの間の
干渉に対応するデータ値を記憶するように構成されるメモリであって、前記アドレス信号
が前記データ値を直接読み出すものと、
　を備える装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、包括的には光学測定装置に関し、より詳細には高速光干渉計に関する。
【背景技術】
【０００２】
　干渉分光法は、２つ以上の(電磁)波を重ね合わせて(干渉させて)、波の間の差、すなわ
ちそれらの干渉特性を検出する。最も一般的な干渉計はマイケルソンタイプの干渉計であ
る。マイケルソン干渉計の基本構成要素は、光源、検出器、２つのミラー、及び多くの場
合ビームスプリッタと呼ばれる１つの半透明ミラーである。
【０００３】
　単純な干渉計は、出力波の強度が(波が建設的に干渉する)最大値から最小値(完全な相
殺的干渉)まで、そして再び最大値までの完結した１サイクルにわたって往復する時の「
干渉縞」をカウントする。これらの強度は正弦波である。この単一の出力のために、単純
な干渉計は波の経路における差動距離の変化を検出することはできるが、この変化の方向
を検出することはできない。
【０００４】
　位相整合機構(４分の１波長遅延器のような)を使用して一対の経路を生成する場合(通
常、偏光ごとに１つ、２つのビームを同じセットのレンズ及びミラーを通して動作させる
ことによって)、１つの偏光経路は、結果として生じる正弦波強度が遅延されていない経
路から９０度遅延されるように、４分の１波長遅延器によって遅延される。これにより、
干渉計用の一対の出力が与えられる。これらの出力は直交しており、標準的な直交符号化
器のように、距離の変化及び変化の方向の両方を検出することができる。
【０００５】
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　残念ながら、この形態の干渉計の分解能は経路差の波長の４分の１であり、ヘリウム－
ネオン(ＨｅＮｅ)レーザを使用する一般的な干渉計の場合、その波長はヘリウム及びネオ
ンの物理特性によって６３２．８１８ナノメートルで固定であり、変更することができな
い。したがって、干渉計の直交出力によって直接符号化される最小距離は６３２．８１８
ナノメートルの１／４、すなわち１５８．２０ナノメートルである。この４分の１波長距
離は時として干渉計の「自然分解能」と呼ばれる。
【０００６】
　現在の技術水準は、強度補間によって分解能のさらなる利得を提供する。すなわち、遅
延されていない経路及び遅延されている経路の相対電力が光ダイオードによって測定され
、光ダイオード電流が増幅されてＡ／Ｄ変換器によってデジタル値に変換され、ソフトウ
ェアが使用されてこの対の相対電力値が正弦値及び余弦値として単位円上にマッピングさ
れる。逆正弦値又は逆余弦値のそれぞれが単位円上の２つの可能な角をもたらすため、２
つの値は合計で３つの同時に可能な角を単位円上に生じるが、１つの値(重複値)のみが正
確である。この単位円角を２πで除算したものが、ビーム路が干渉計の０点から変化して
いる波長の少数値であり、現在の技術水準の干渉計では、多くの場合、波長の１パーセン
ト程度に小さいか、又は自然分解能の２５倍であり得る。
【０００７】
　従来の方法の欠点は、読取値の２つの部分が異なるタイプのものであることである。４
分の１波長の数はリアルタイムの直交符号化による読取値であり、一方で波長の少数値は
或る時間量だけ遅延されたソフトウェア補間の結果である。これらの値を一緒にすること
によってさらに大きな遅延が生じ、したがって干渉計システム全体は現在の位置において
報告せず、通常は過去の少なくとも５０マイクロ秒である、過去の或る時点の位置におい
て報告する。これは、約２０ＫＨｚの更新レートに相当し、ハミングの原理(Hamming the
orem)によって、このレートの半分(１０ＫＨｚ)よりも大きい動きはこのような干渉計に
よっては検出することができない。
【０００８】
　従来技術の干渉計はそれらの速度においていくらか、通常は約２０ＫＨｚの範囲内に、
多くの場合はさらに低く大幅に制限されている。多くの市販されている干渉計は１０Ｈｚ
～２０Ｈｚ程度の低い更新レートを有する。従来の干渉計は通常固定されており、特定の
動作条件用に構成されている。干渉計の動作をリアルタイムで変更することは、多くの場
合不可能である。
【０００９】
　干渉計の速度を少なくとも千倍、すなわち三桁(１０３)増加させて十分にメガヘルツの
範囲にすることが望まれている。実際に、速度を、干渉計の速度が光信号の強度がデジタ
ル信号に変換される速度によって主に制限されるように増加させることが望まれている。
したがって、変換の速度が増加するにつれて、本発明を使用する干渉計の速度も増加する
。干渉計をその動作特性及び環境に動的に適合させることも望まれている。
【００１０】
　実験科学としての干渉分光法の概念は、１９０７年にノーベル賞を受賞したAlbert Mic
helsonにまでさかのぼる。R. C. Mooreは米国特許第４，５８３，８５６号において、コ
ンピュータを使用してレーザ干渉計の干渉縞以下の分解能を計算している。距離測定干渉
計が市販されている。4DTechnology製の最上位機種のレーザ干渉計は、３０マイクロ秒の
サンプリング時間、及び１フレーム時間内での更新、すなわち２０ＫＨｚの最終更新レー
トで動作する。Ｃａｎｏｎマイクロレーザ干渉計は動作範囲を＋／－５０マイクロメート
ルに制限し、このマイクロ干渉計は１００ＫＨｚで更新することができる。
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１１】
　本発明の１つの目的は、干渉計測の速度を十分にＭＨｚ範囲又はそれ以上に容易に増加
させることである。



(5) JP 5522910 B2 2014.6.18

10

20

30

40

50

【００１２】
　本発明の別の目的は、干渉計の複数の出力フォーマットをまとめて、干渉計の測定値を
読み取るあらゆる装置が干渉計の出力を、それがグレイコード、整数、直交符号化パルス
、又はあらゆる他の任意のフォーマットのいずれが有用であり得るかにかかわらず、所望
の任意のフォーマットの値として読み取ることができるようにすることである。したがっ
て、干渉計を、おそらく装置が動作している間に、又はその動作特性及びその動作環境に
応答して任意の所望のデータフォーマットに動的に構成可能にすることが望まれている。
【課題を解決するための手段】
【００１３】
　干渉計は、互いに干渉する第１の光信号及び第２の光信号を生成する。
【００１４】
　光信号はデジタル信号形式のアドレスに変換される。メモリは第１の光信号及び第２の
光信号に対応するデータ値を記憶し、アドレスが使用されてそのアドレスに記憶されてい
るデータ値が直接読み出される。
【００１５】
　メモリに記憶されているデータ値は、第１の光信号及び第２の光信号を変換してデータ
値を読み出している間に動的に適合しているようにすることができる。
【発明の効果】
【００１６】
　本発明の実施の形態は、メモリベースの高速干渉計を提供する。干渉光信号の強度がメ
モリ入力アドレスに変換される。出力データ値が入力アドレスにおいてメモリから直接読
み出される。したがって、干渉計が動作する速度は、主にメモリが動作するレートによっ
て制限される。干渉計はメモリベースであるため、記憶されているデータ値を動作環境に
適合させることができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１７】
干渉分光法
　本発明は、従来の光学構成に光ダイオード、増幅器、Ａ／Ｄ変換器及びメモリを追加し
たマイケルソンスタイルの直交レーザ干渉計を含む。Ａ／Ｄ変換器は、干渉光信号の変化
強度をメモリアドレスの形態のデジタル信号に変更する。
【００１８】
ダイレクトアクセスメモリ
　メモリに直接アクセスすることによって、２つの直交符号化干渉計ビーム信号の振幅(
強度)が任意の所望の直交符号化位置信号に変換される。高速経路は、Ａ／Ｄ変換器の後
に、待ち時間の長いソフトウェア又は電子装置を一切含まない。もちろん、メモリから読
み出されるデータの下流の処理はソフトウェアを使用することができ、ソフトウェアを使
用してシステムを構成するか、又は動作中にメモリの内容を更新することができるが、こ
れらの動作は高速測定経路に影響を与えない。
【００１９】
　本発明の一実施の形態は、Ａ／Ｄ変換器の結果を使用して、光ダイオード信号のその特
定の強度のセットの所望の出力状態に対応するデータがあらかじめロードされているＲＯ
Ｍメモリ又はＲＡＭメモリにおける位置を直接且つ一意にアドレス指定する(読み出す)。
この出力状態は、異なる(且つ非常に短い)波長で動作している干渉計をシミュレートする
直交符号化出力、波長の少数値、又は、そのフォーマットが最初の直交レーザ干渉計波長
のすべての整数倍を繰り返す限り、任意の他の所望の出力フォーマットとすることができ
る。
【００２０】
　本発明の干渉計は、光信号の強度が最大値から最小値までの完結した１サイクルにわた
って往復する干渉縞をカウントすることができる。本発明の干渉計は、光信号の経路内の
差動距離の変化及び方向を検出することができる。具体的には、干渉計の１つの干渉縞サ
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イクル当たりの差動距離の複数のサイクルである、干渉計の差動距離の直交符号化を提供
することができる。
【００２１】
符号化
　メモリからの出力状態は直交符号化値には限定されない。たとえば、正確に機能する干
渉計が経験することが「不可能な」状況は、その状況を反映する指示コードを出力してい
る可能性がある。たとえば、正確に動作する直交干渉計では、２つのビームの値は、決し
て両方とも０にはならず、決して両方とも最大値にはならず、また決して両方とも中間の
定数にはならない。０のデータ値はレーザの故障を示し、一方で最大データ値は第１のビ
ームスプリッタ表面上の汚染を示す。中間の定数におけるビームの両方の値は、基準ビー
ム又は標的ビームのいずれかがずれていることを示す。これらの誤り指示状態及びその他
はすべて本発明によってリアルタイムで検出可能である。この状態をデータ値内の１つ又
は複数の所定のビットで指示することができる。
【００２２】
アップダウンカウンタ
　本発明の別の実施の形態は、閾値化干渉計ビーム出力によって直接増加又は減少させら
れる直交アップダウンカウンタを追加する。このアップダウンカウンタの出力は、メモリ
のアドレス指定における追加ビットとして使用され、本発明に、アップダウンカウンタに
よってサポートされる範囲全体にわたって所望であるような一意の出力コードを出力する
能力を付与する。
【００２３】
動的適合干渉計
　本発明の別の実施の形態では、干渉計の動作を、取得する測定値の特性、又は干渉計が
動作する環境条件、たとえば気温、気圧、湿度、測定される装置又は測定されるシステム
の制御システムの状態及びコマンドに、動的に適合させる。このタイプの動作は、メモリ
が直接、高速測定経路内にあることによって可能となる。
【００２４】
　たとえば、本発明は、精密工作機械において適応的に使用することができ、ここで、工
作機械コンピュータ数値制御(ＣＮＣ)コントローラが、干渉計に、最初に「較正モード」
になって、メモリ値を構成して、機械の動きの全範囲を測定するように機械の軸を旋回さ
せながら機械の動きの全範囲にわたって精度を最適化し、次いで、「較正」中に計算され
た最適な値のセットが工作機械の制御を支援するように最高ＭＨｚ速度で使用される「測
定」モードに入るように命令する。
【００２５】
　別の例では、工作機械の周囲の空気の温度、圧力及び湿度が百万分率レベルで光の速度
に影響を与える。本発明のメモリを動的に且つ適応的にリロードすることによって、大気
圧、気温及び湿度の影響を無効化することができ、不利な動作条件下で正確な干渉法によ
る距離測定値を得ることができる。
【００２６】
干渉計の構造及び動作の概説
　図１は、本発明の基本的な構造上の構成要素及び動作を示す。環境５内に配置される干
渉計１０は、第１の信号１１及び第２の信号１２を生成する。光信号の強度は独立して、
アドレス２５の形態の第１のデジタル信号２１及び第２のデジタル信号２２に変換される
(２０)。
【００２７】
　メモリ３０は、干渉計１０が生成することができる可能な(及び不可能な)光信号に対応
するデータ値３１を記憶する。アドレス２５は、メモリ３０に直接アクセスして、メモリ
３０のアドレス入力ライン２４を介してアクセスされる出力データ値３２を得るために使
用される。
【００２８】
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　メモリ３０のアドレス入力２５は、Ｏ／Ｄ変換器２０が動作するレートにクロッキング
(同期)する(２３)ことができる。
【００２９】
　通常、干渉計の出力データ値３２は、たとえばデジタル信号プロセッサ(ＤＳＰ)４０及
びアプリケーション５０によってさらに処理される。本発明の一実施の形態では、ＤＳＰ
は、たとえばデータ３２、又は、干渉計１０が動作する環境５からの他の入力信号１４に
基づいて、メモリ３０を動的にリロードする(４５)か又は他の方法で再構成する。データ
値はアプリケーションによって適合させることもできる。
【００３０】
詳細な干渉計の構造及び動作
　図２は、本発明の一実施の形態の詳細を示す。直交レーザ干渉計１００は、レーザ１０
１によって生成される一対のコヒーレントなレーザビーム１１０及び１３０を２つの反射
器１１１及び１３１に向け、次いで返ってきたビームを合成して、それぞれ反射器１１１
及び１３１の相対的な位置のずれを符号化する一対の直交変調出力ビーム１１２及び１３
２を生成する。ミラー、ビームスプリッタ、遅延器のようなすべての光学構成要素は従来
のものである。
【００３１】
　ビーム１１２及び１３２は、それぞれ光ダイオード１１３及び１３３によって光電流に
変換される。光電流は相互コンダクタンス増幅器に入力される。相互コンダクタンス増幅
器は、それぞれフィードバック抵抗１１５及び１３５を有するオペアンプ１１４及び１３
４を含む。
【００３２】
　出力電圧は、それぞれフィードバックネットワーク抵抗１１７及び１１８並びに１３７
及び１３８を有するオペアンプ１１６及び１３６によって増幅される。
【００３３】
　光信号１１２及び１３２の強度を表す電圧は、それぞれアナログ－デジタル変換器１１
９及び１３９によってデジタル信号に変換される。
【００３４】
　出力デジタル化電圧バス１２０及び１４０はそれぞれＮビット幅であり、並列化されて
２×Ｎビット幅のアドレスバス１５０を形成する。２×Ｎビット幅のアドレスバス１５０
は、２×Ｎビットの入力アドレス空間及びＪビットの出力データワード幅を有するメモリ
１６０のアドレス入力に適用される。従来の直交符号化器は通常、単一の出力ビットしか
生成しないことに留意されたい。本発明の変換器は複数、たとえば１６以上のビットを生
成することができ、干渉計の分解能が大幅に向上する。
【００３５】
　メモリには、０～２の２×Ｎ乗の範囲内の各可能なアドレスに所望の出力データ値があ
らかじめロードされている。
【００３６】
　メモリ１６０は、所望の出力データ値１７０を、さらなる処理のために外部のシステム
及びアプリケーションに利用可能な任意のバッファ／増幅器に出力する。
【００３７】
アップダウンカウンタ
　図３は、直交入力アップダウンカウンタ２４５を有する本発明の別の実施の形態を示す
。
【００３８】
　直交レーザ干渉計２００は、一対のコヒーレントなレーザビーム２１０及び２３０を２
つの反射器２１１及び２３１に向け、次いで返ってきたビームを合成して、それぞれ反射
器２１１及び２３１の相対的な位置のずれを符号化する一対の直交変調出力ビーム２１２
及び２３２を生成する。
【００３９】
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　これらのビームは、それぞれ光ダイオード２１３及び２３３によって光電流に変換され
る。光電流は、それぞれフィードバック抵抗２１５及び２３５を有するオペアンプ２１４
及び２３４から成る相互コンダクタンス増幅器に入力され、出力電圧は、それぞれフィー
ドバックネットワーク抵抗２１７及び２１８並びに２３７及び２３８を有するオペアンプ
２１６及び２３６によって増幅される。
【００４０】
　次いで、電圧は、それぞれアナログ－デジタル変換器２１９及び２３９によってデジタ
ル信号に変換される。出力デジタル化電圧バス２２０及び２４０はそれぞれＮビット幅で
あり、並列化されて２×Ｎビット幅のバスを形成する。
【００４１】
　加えて、各変換器２１９及び２３９の高位のビット２２１及び２４１がそれぞれ直交入
力アップダウンカウンタ２４５に加えられる。カウンタの出力はＫビット幅である。
【００４２】
　２×Ｎビット幅のバスがＫビット幅のアップダウンカウンタ出力２４６に結合されて２
×Ｎ＋Ｋビット幅のアドレスバス２５０が形成される。
【００４３】
　このアドレスバス２５０は、０～２の２×Ｎ＋Ｋ乗の範囲内の各可能なアドレスの所望
の出力状態をあらかじめロードされている、２×Ｎ＋Ｋビット幅の入力アドレス空間及び
Ｊビットの出力データワード幅を有するメモリ２６０のアドレス入力に直接適用される。
メモリ２６０は、記憶しているデータ値の所望の出力２７０を、外部のシステム及びアプ
リケーションに利用可能な最後のバッファ／増幅器に出力する。
【００４４】
　本発明を好ましい実施の形態の例として説明してきたが、さまざまな他の適合及び変更
を本発明の精神及び範囲内で行うことができることは理解されたい。したがって、添付の
特許請求の範囲の目的は、本発明の真の精神及び範囲に入るこのようなすべての変形及び
変更を包含することである。
【図面の簡単な説明】
【００４５】
【図１】本発明の一実施の形態による干渉計及び対応する方法のブロック図である。
【図２】本発明の一実施の形態による干渉計の詳細なブロック図である。
【図３】本発明の別の実施の形態による干渉計の詳細なブロック図である。
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